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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第70期

第１四半期
連結累計期間

第71期
第１四半期
連結累計期間

第70期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (千円) 83,232,199 89,828,294 349,066,566

経常利益 (千円) 308,192 738,045 2,996,382

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 545,030 388,528 2,640,704

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 758,637 461,708 5,007,113

純資産額 (千円) 32,813,792 37,220,687 37,061,950

総資産額 (千円) 111,617,997 123,308,443 121,064,943

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 27.00 19.25 130.83

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 29.35 30.15 30.57
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当企業グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内

容について、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。

 

EDINET提出書類

ヤマエ久野株式会社(E02612)

四半期報告書

 3/21



第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当企業グループ（当社及び当社の関係会

社）が判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

　当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、企業業績と雇用環境の改善や設備投資が増加傾向を示すな

ど緩やかな回復基調が続いているものの、海外景気の下振れ懸念など先行きが不透明な状況で推移してまいりま

した。

　一方、当企業グループが主に属する流通業界におきましては、個人所得の改善が遅れ、先行きの不安感から生

活必需品に対する消費者の節約・低価格志向が続き、消費全般の基調は楽観視できない状況にあり、オーバース

トアなどに起因する激しい価格競争の中で生き残りをかけた機能充実とローコスト競争がさらに厳しくなってお

ります。

　このような環境の下、当企業グループは、連結子会社15社、非連結子会社１社および持分法適用関連会社１社

を含め、物流を伴う現物問屋として、安心安全な商品の安定供給に全力を尽くすとともに、情報・物流・リテー

ルサポート・品揃え・品質管理などの各機能を充実させた提案を行い、関連各部門および各子会社との連携強化

による総合力を活かした商流の構築と共同配送事業の拡大に努めてまいりました。

　また、新規取引先の獲得や既存取引先でのシェアーアップに努力いたしました結果、売上高は898億28百万円

（前年同四半期比7.9%増）となり、65億96百万円の増収となりました。

　一方、利益面におきましては、グループ一丸となって、販売益の確保ならびにローコストオペレーションの追

求による経費の節減に努力いたしました結果、営業利益は５億30百万円（前年同四半期は営業利益38百万円）、

経常利益は７億38百万円（前年同四半期比139.5%増）、また前期に発生した負ののれん発生益がなくなったこと

などから、親会社株主に帰属する四半期純利益は３億89百万円（前年同四半期比28.7%減）となりました。

　なお、セグメント別の業績は次のとおりであります。
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（食品関連事業）

　加工食品関連では、主要商品の値上げが相次ぎ売上不振の商品も一部ありましたが、昨年の消費税増税の影響

も薄れ、全体として売上は好調でした。しかし、消費者の節約志向や低価格志向は根強く、業態によっては厳し

い状況が続いております。このような環境の中、お得意先様の売上拡大に寄与する提案型営業活動を強化し、関

東・関西地区においては子会社のマルゼン商事株式会社・カネトミ商事株式会社との連携を深め売上拡大に努め

てまいりました。

　物流においては、お得意先様の変化に対応すべく物流拠点の統廃合や在庫集約により全体在庫の効率化に取り

組み、共同配送事業の拡大と庫内改善活動の強力推進により物流品質の向上や機能充実を図ってまいりました。

　生鮮食品関連では、原材料の高騰と円安による製品の値上がりが加速する中、カテゴリー毎の統轄担当者を配

置し、生鮮フルラインでの営業提案を強化しました。これにより、青果、精肉の量販得意先との取り組みが拡大

しました。

　酒類関連では、輸入洋酒など主要メーカーによる値上げ後も輸入ワイン・ウィスキーの売上は堅調で、ビール

市場では機能性発泡酒、国内外クラフトビール、プレミアムビールなどの付加価値商品の売上が増加し、スパー

クリング清酒や日本製ワインの購買も続いています。さらに清酒市場では一部地酒を中心に売上が回復していま

す。そうした環境の下、九州の地場卸の機能を活かして当社の柱として取り組んでおります本格焼酎では、焼酎

情報機能としてのホームページ「焼酎紀行」とネット通販「焼酎紀行どっとねっと」を充実させるとともに、

「焼酎のヤマエ」として市場の拡大に努め、さらに、地方清酒と輸入ワインのチャネル開拓を行い、拡売を図っ

てまいりました。

　この結果、売上高は640億10百万円（前年同四半期比12.9%増）、セグメント利益は２億86百万円（前年同四半

期はセグメント損失２億47百万円）となりました。

 

（糖粉・飼料畜産関連事業）

　糖粉関連では、消費低迷と円安による原材料価格の高止まりの中、主力商品の小麦粉・砂糖・食油・米穀の販

売は堅調に推移しました。また、経費節減に積極的に取り組んで利益の確保に努めてまいりました。さらに、各

メーカー様と連携して「安心・安全」な商品を適正価格で安定供給することに努力してまいりました。

　飼料畜産関連では、主力商品の配合飼料が、副原料である大豆粕の価格下落と海上運賃低下の影響で値下げと

なりました。畜産物については、肉豚相場が国内の出荷頭数の回復遅れから高値推移となりました。また、鶏卵

相場も高値継続となりました。この様な状況の中、お得意先様への技術支援、販売支援などの機能を発揮するこ

とで、既存取引先のシェアーアップや新規取引先の獲得に努めました。

 この結果、売上高は171億90百万円（前年同四半期比2.8%減）、セグメント利益は３億38百万円（前年同四半

期比33.7%増）となりました。

 

（住宅・不動産関連事業）

　住宅関連では、消費税増税前の駆け込み需要の反動減も落ち着き、住宅着工数は分譲マンションを中心に増加

傾向となっています。しかし、当社が販売する戸建て住宅は、政府による住宅政策も振るわず回復の見えない状

況です。このような環境の下、恒例の「ハウズフェスタ」を開催し新規販売先の開拓や大手ハウスビルダーとの

関係強化とプレカットを中心とした関連商材販売に取り組みました。また、「地域型住宅ブランド化事業」を通

した会員各社様との連携強化と販売経路の確立、当社が西日本地区の総代理店として取り組んでおります「通気

断熱WB工法」の市場浸透と売上拡大に努めてまいりました。

　賃貸事業では、福岡地区においては、企業の新規進出・増床・移転などの動きが活発で、オフィスビルの空室

率は低下傾向が続いております。このような環境の下、「安全・安心・快適」なオフィス空間の提供をモットー

にビル管理を充実させ、テナントビルの入居者確保に努めてまいりました。

 この結果、売上高は53億12百万円（前年同四半期比3.1%減）、セグメント利益は１億83百万円（前年同四半期

比24.8%減）となりました。
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（その他）

　運送事業では、荷動きは停滞気味でありますが、ドライバー不足が深刻化しております。また、環境対応への

投資増、運賃の低迷などが経営に影響を及ぼしております。このような中、物流品質の向上、新規開拓、安全管

理の徹底、業務の効率化、労働環境の改善、人材の確保などに積極的に取り組んでまいりました。

　燃料関連事業では、石油製品は原油高、円安などコスト高要因や需要の減少により厳しい経営環境が続いてお

ります。そうした中、卸・直売部門では新規開拓と仕入先との連携強化、コスト削減に取り組み、ＳＳ（サービ

スステーション）では提案力向上のためスタッフ教育に力を入れ競争力強化に努めました。また、太陽光発電設

備は、順調に運用されております。

　レンタカー事業では、国内の自動車保有台数が減少する中、レンタカーの登録台数・業者数は増加しており、

価格競争が激しくなっています。さらに、カーシェア方式のレンタカーも各所のコインパーキングに設置され顧

客の分散が始まっています。そうした環境の下、営業面では、損保・代車チャネルは、同業他社との価格競争に

より厳しい状況が続いております。また、個人・法人チャネルは、Webによる車両受付の浸透により売上を確保

しシェアを取り戻しつつあります。

　情報処理サービス事業では、自社開発の食品メーカー向け生産管理システム、流通ＢＭＳ（ビジネス・メッ

セージ・スタンダード）、外国人旅行者向け免税システムなどのパッケージソフトの拡販および多店舗展開小売

向け店舗用機器の受注に努めてまいりました。

　この結果、売上高は33億17百万円（前年同四半期比1.6%減）、セグメント利益は63百万円（前年同四半期比

71.5%増）となりました。

 

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ22億43百万円増加し、1,233億８百万円

となりました。主な要因は、「現金及び預金」の増加額10億77百万円、「受取手形及び売掛金」の増加額４億26百

万円によるものです。負債の部においては前連結会計年度末に比べ20億85百万円増加し、860億88百万円となりまし

た。主な要因は、「支払手形及び買掛金」の増加額11億90百万円、「短期借入金」の増加額11億58百万円によるも

のです。

 また、純資産においては前連結会計年度末に比べ１億59百万円増加し、372億21百万円となりました。主な要因

は、「その他有価証券評価差額金」の増加額98百万円、「利益剰余金」の増加額86百万円によるものです。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

特記すべき事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 45,600,000

計 45,600,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成27年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年８月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,519,212 同左 福岡証券取引所 単元株式数100株

計 20,519,212 同左 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

     当社は新株予約権等を発行しておりません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

     該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

     該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年６月30日 ― 20,519 ― 1,025,961 ― 946,101
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成27年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

 (自己保有株式)
普通株式    328,900

 (相互保有株式)
普通株式     23,300

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 20,153,000 201,530 ―

単元未満株式 普通株式     14,012 ― ―

発行済株式総数 20,519,212 ― ―

総株主の議決権 ― 201,530 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が100株(議決権１個)

含まれております。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式に含まれている自己保有株式及び相互保有株式は次のとおりであります。

 自己保有株式                 20株

 相互保有株式 株式会社惣和    0株

 
② 【自己株式等】

平成27年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式）
ヤマエ久野株式会社
 
(相互保有株式）
株式会社惣和

福岡市博多区博多駅東
２丁目13番34号
 
福岡県朝倉市一木
1038番地１

328,900
 

―

―
 

23,300

328,900
 

23,300

1.6
 

0.1

計 ― 328,900 23,300 352,200 1.7
 

(注)　他人名義で所有している理由等

所有理由 名義人の氏名又は名称 名義人の住所

 加入持株会における共有持分数  ヤマエ第二食栄会
 福岡市東区箱崎ふ頭６丁目８番54号

 ヤマエ久野株式会社内
 

 

２ 【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 10,525,537 11,602,342

  受取手形及び売掛金 39,919,115 40,345,508

  電子記録債権 510,168 542,621

  商品及び製品 7,221,980 7,245,308

  仕掛品 18,633 17,594

  原材料及び貯蔵品 272,015 254,854

  その他 6,635,173 6,714,588

  貸倒引当金 △1,053,043 △1,025,953

  流動資産合計 64,049,579 65,696,862

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 15,819,892 15,587,092

   土地 21,743,809 21,654,754

   その他（純額） 7,167,105 7,831,003

   有形固定資産合計 44,730,806 45,072,849

  無形固定資産   

   ソフトウエア 842,615 796,454

   その他 248,517 308,643

   無形固定資産合計 1,091,132 1,105,097

  投資その他の資産   

   投資有価証券 9,389,248 9,543,250

   退職給付に係る資産 65,189 85,920

   その他 2,477,576 2,512,234

   貸倒引当金 △738,587 △707,768

   投資その他の資産合計 11,193,426 11,433,635

  固定資産合計 57,015,365 57,611,580

 資産合計 121,064,943 123,308,443
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 40,336,112 41,526,221

  短期借入金 8,856,863 10,015,200

  未払法人税等 326,393 417,794

  賞与引当金 773,270 541,367

  その他 12,226,322 11,962,809

  流動負債合計 62,518,960 64,463,392

 固定負債   

  長期借入金 13,295,200 13,527,150

  役員退職慰労引当金 295,021 273,058

  厚生年金基金解散損失引当金 － 35,247

  退職給付に係る負債 377,537 384,802

  その他 7,516,275 7,404,108

  固定負債合計 21,484,033 21,624,364

 負債合計 84,002,994 86,087,756

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,025,961 1,025,961

  資本剰余金 946,101 946,101

  利益剰余金 30,111,004 30,196,678

  自己株式 △344,589 △344,676

  株主資本合計 31,738,477 31,824,063

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 4,779,144 4,876,705

  退職給付に係る調整累計額 495,227 474,595

  その他の包括利益累計額合計 5,274,371 5,351,299

 非支配株主持分 49,102 45,325

 純資産合計 37,061,950 37,220,687

負債純資産合計 121,064,943 123,308,443
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

売上高 83,232,199 89,828,294

売上原価 76,976,779 82,884,974

売上総利益 6,255,420 6,943,320

販売費及び一般管理費 6,217,669 6,413,394

営業利益 37,751 529,927

営業外収益   

 受取利息 3,023 1,887

 受取配当金 46,805 49,812

 仕入割引 17,738 16,337

 持分法による投資利益 － 10,640

 貸倒引当金戻入額 120,923 57,909

 雑収入 173,322 165,527

 営業外収益合計 361,809 302,110

営業外費用   

 支払利息 47,759 54,771

 売上割引 18,582 17,048

 持分法による投資損失 3,822 －

 雑損失 21,205 22,173

 営業外費用合計 91,368 93,992

経常利益 308,192 738,045

特別利益   

 固定資産売却益 916 1,872

 負ののれん発生益 509,012 －

 特別利益合計 509,929 1,872

特別損失   

 固定資産除売却損 33,337 5,659

 減損損失 － 16,855

 投資有価証券評価損 49,798 －

 厚生年金基金解散損失引当金繰入額 － 35,247

 特別損失合計 83,135 57,761

税金等調整前四半期純利益 734,986 682,156

法人税、住民税及び事業税 259,618 440,247

法人税等調整額 △82,604 △142,871

法人税等合計 177,014 297,376

四半期純利益 557,972 384,780

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

12,942 △3,748

親会社株主に帰属する四半期純利益 545,030 388,528
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

四半期純利益 557,972 384,780

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 219,296 96,270

 退職給付に係る調整額 △20,565 △20,632

 持分法適用会社に対する持分相当額 1,934 1,291

 その他の包括利益合計 200,665 76,929

四半期包括利益 758,637 461,708

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 745,695 465,456

 非支配株主に係る四半期包括利益 12,942 △3,748
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

該当事項はありません。

 

(会計方針の変更等)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

（会計方針の変更）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する

当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用

として計上する方法に変更いたしました。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合につ

いては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の

四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持

分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結

累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）

及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の

期首時点から将来にわたって適用しております。

なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。
 

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

該当事項はありません。

 

(追加情報)

該当事項はありません。
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(四半期連結貸借対照表関係)

  　 保証債務

連結子会社を除く会社等の銀行取引等に対して次のとおり保証を行っております。

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

㈱スーパー大浦 30,769千円 ㈱スーパー大浦 30,769千円

その他３件 43,232 〃 その他３件 43,855 〃

   計 74,001千円    計 74,624千円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

減価償却費 658,999千円 782,759千円

のれんの償却額 9,925 〃 9,925 〃
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 201,903 10.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

当第１四半期連結累計期間の期首より、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を変更したことに伴い、期首の利

益剰余金の額が444,818千円増加しております。

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 302,854 15.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　　　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

   １　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント

その他

(注)１
合計

調整額

(注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)３食品関連事業
糖粉・飼料畜産

関連事業

住宅・不動産

関連事業
計

売上高         

  外部顧客への売上高 56,684,420 17,693,160 5,483,891 79,861,471 3,370,728 83,232,199 ― 83,232,199

  セグメント間の内部

　売上高又は振替高
11,215 284,592 121,446 417,253 1,518,163 1,935,415 △1,935,415 ―

計 56,695,635 17,977,751 5,605,337 80,278,723 4,888,891 85,167,614 △1,935,415 83,232,199

セグメント利益又は損失

（△）
△247,496 252,743 243,416 248,664 36,682 285,346 △247,595 37,751

 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、運送事業、燃料関連事業、レン

タカー事業、情報処理サービス事業、保険サービス事業等を含んでおります。

 ２ セグメント利益の調整額△247,595千円には、セグメント間取引消去30,688千円及び各報告セグメントに配

分していない全社費用△278,283千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費であります。

 ３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

　　２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（重要な負ののれん発生益）

　当第１四半期連結累計期間において、「その他」にて509,012千円の負ののれん発生益を計上しております。

これは、高千穂倉庫運輸株式会社の株式を追加取得したことにより発生したものであります。

 
Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

   報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント

その他

(注)１
合計

調整額

(注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)３食品関連事業
糖粉・飼料畜産

関連事業

住宅・不動産

関連事業
計

売上高         

  外部顧客への売上高 64,009,594 17,190,334 5,311,633 86,511,561 3,316,733 89,828,294 ― 89,828,294

  セグメント間の内部

　売上高又は振替高
12,423 282,375 121,682 416,480 1,435,326 1,851,807 △1,851,807 ―

計 64,022,017 17,472,708 5,433,316 86,928,041 4,752,060 91,680,101 △1,851,807 89,828,294

セグメント利益 285,690 337,956 183,103 806,749 62,907 869,656 △339,729 529,927

 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、運送事業、燃料関連事業、レン

タカー事業、情報処理サービス事業、保険サービス事業等を含んでおります。

 ２ セグメント利益の調整額△339,729千円には、セグメント間取引消去△53,700千円及び各報告セグメントに

配分していない全社費用△286,029千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い一般管理費であります。

 ３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(企業結合等関係)

該当事項はありません。　

 
(１株当たり情報)

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 27円00銭 19円25銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 545,030 388,528

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

545,030 388,528

普通株式の期中平均株式数(株) 20,183,873 20,183,436
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年８月11日

ヤマエ久野株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   黒   木   賢 一 郎   ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   三   浦         勝   ㊞

 

　

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているヤマエ久野株式

会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ヤマエ久野株式会社及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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